
2025年度 事業報告書
(2025年4月 1日から2026年3月 31日 まで)

特定非営利活動法人ファクトチェック・イニシアテイブ

第■ 事業の成果
当法人は、25年度において、誤つた情報に惑わされない社会を築くために、日本
国内におけるファクトチェックの推進を目的とした各種事業を実施した。
2025年7月の参院選では、テレビ、新聞その他のフアクトチェックを実施するメ

ディア向けに、ファクトチェックの対象となり得る疑義言説の提供を行つた。
その他、大学や市民団体でファクトチェックに関する講義を実施する等、市民・

メディアとの連携・協働に努めた。

第2 事業の実施に関する事項 (各事業共通5,414千円)

(1)情報発信・啓発
(フ ァクトチェックに関するガイドライン等の整備 。啓発事業に関連する成果)

ファクトチェック・ナビの運用成果
2025年7月の参院選では、メディアによる積極的なファクトチェックが実

施された。もっとも、モデレーターや事務局の退職によつて、フアクト
チェック・ナビヘの恒常的な登録は困難な状況となっている。

②セミナ…の開催
25年度は、3回のF:Jセ ミナーを実施し、総計で100名以上の参加を得た。

セミナー内容も、国政・地方選挙のフアクトチエツクから、「プレバンキ

ング」という偽。誤情報対策の手法について学ぶもの等、幅広い内容で実施

した。
・ F:Jセ ミナー「参院選ファクトチェックを振り返る意見交換会」 (25年8月

10日 )
。F:Jセ ミナー「メディアは選挙で何ができるのか一宮城県知事選と河北新

報のファクトチェック」 (25年 12月 14日 )
・ F!Jセ ミナー「プレバンキングとは何か～『フェイクニュースの免疫学』

から学ぶ～」 (26年4月 26日 )

出張講義の実施
25年度は、以下の出張請義を実施し、大学だけでなく市民団体向けにファ
ェ 関する請演を実施し、教育事業の充実を図つた。いずれも、
が実施している。総計で200名以上が参加している。

の授業でのゲスト講師 (25年 12月 11日 )
の授業でのゲスト講師 (25年 12月 15日 )

。出版ネッツフェスタでの講演 (26年 1月 24日 )
。エビデンスウィーク2026in国会での講演 (26年3月 10日 )
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。 のゼミでのフアクトチェックに関する授業 (26年4
月29日 )

(2)市民・メディアとの連携・協働
(フ ァクトチェックに関する国内外の団体及び市民との連携・協働事業)

①疑餞言説データベースCla:mMonitorの提供/FIJガイドライン活用メディア

参院選において、メディアが積極的にファクトチェックに取り組んだこと

もあり、以下のメディアが新たにC:aimMonibrの利用メディアとなつた。

総計で20社以上のメディアがClaimMonbrの利用メディアとして、当法人
に参加している。
o 神戸新聞 (2025.5～ )
o テレビ東京 (2025.6～ )
o 東京新聞 (2025.6～ )
o 信濃毎日新聞 (2025.6～ )
o 中日新聞 (2025.8～ )
o 熊本日日新聞 (2025.9へ′)
o 山陽新聞 (2025」 0～ )

② ファクトチェック支援システムによるファクトチェック記事化への寄与

(疑義言脱モニタリング)

疑義言説モニタリング活動の恒常的な実施は継続している。

(3)評価 。支援事業
(ファクトチェックに貢献する団体・個人に対する評価 。支援事業)

ファクトチェックアワード
ファクトチェックの成果の頭彰を通じて、ファクトチェックヘの社会の理
解と関心をよリー層高めるとともに、担い手のモチベーション向上を図り、
さらなる活性化を期するべく、前年度に引き続き「ファクトチェックアワー

ド2025」 を開催、授賞式を7月 10日にオンラインで行つた。
2024年4月から2025年3月 までに発表された作品を対象とし、大賞が1作

品、優秀賞は3作品、特別賞は1作品となった.

大賞 :イスラエル人襲撃事件ロイター日信動百はミスリ…ド■内外の多数メディアが追従
【リトマス】

順):
r再稼働が進んでいるか否かで、電気料金に東西の格差が生している」

は正しいのか inFad】

「高血圧の基準が変わつた」は限り診断基準値に変Eなし 【リトマス】
が当選すると外目人の地方参政権が成立する?公約になく、本人も否定

【日本ファクトチェックセンター】
特別賞 (1作品):
『赤いきつね」CM炎上、1%の批判から連鎖 SNS投精分析 【TDA:Lab】

ワ

‘

2 その他の事業
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

2025年度 活動計算書
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人フアク トチェック・イニシアティプ

正 2 110 000
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書式第 15号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

2025年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 ファク トチェック・イニシアティブ

現金預金

未収金
PayPal

前払費用

2,570,691
47,504
83,459
15,900
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16 28条 係 )

2025年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ファク トチェック・イニシアティブ

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし
(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし
(3)引 当金の計上基準
該当なし
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし
(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況
エ 円 )

科 日

ファク ト
チェックに関
する事業

'1‐ I 事業 事業 事業部門計 管理部門 合計

0

1,109,042
0

17,000

0

2,110,00 2,110,000
1,109,042

0

17,000

4,923

0

1,109,042
0

17,000
0

2,114,923 3,240,9651,126,042 1,126,042

50,000

882,200

50,000
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0
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0
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2,503,921 2,503,921 932,200 3,436,121

20,000
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208,116
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0
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0
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5,000
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０
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20,000
258,329

208,116
892,539
0

26,742
95,981

0

2,027
19,774
5,000

27,175

0

0

263,660
0

9,600
15,508

13,604

15,514
21,545
0

83,145

20,000
258,329
471,776

892,539
9,600
42,250
109,585

15,514

23,572

19,774
5,000

110,320
1.555,683 422.576 1,978,2591,555,683

4,059,604 4,059,604 1,354,776 5,414,380
-2 933 562 0 -2,933,562 760,147 -2,173,415

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役員報酬

業務委託費
(事務局 )
人件費計
(2)そ の他経費
謝金

賃借料
サービス利用料

業務委託費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費

印刷製本費
新聞図書費

諸会費
支払手数料
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



内容 金額 算定方法
な し

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

5.固定資産の増減内訳
円 )

6.借入金の増減内訳
:円 )

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

:円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

事業費と管理費の按分方法

業務委託費 (事務局)について、事業と管理との両方に関わる者は、事業費と管理費とに7:3に接分

その他の事業に係る資産の状況

なし

一
ハ
¨

期末残高 備 考内容 期 首残高 当期増加額 当期減少額

な し

期末取得価額

□□□□□画日日

当期返済 期末残高期首残高 当期借入千111

な し

「ンヽ ■
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計算書類に
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金額

科 目
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50,000
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50,000

(活動計算書)

[事業費]受取寄附金

[管理費]役員報酬

1,159,042 350,000活動計算書計

EIIⅢ正三三 1 取得[三正三減少
~

匝亜醒麺亘期首取得価額

|な し
L」亘堡却果計額



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人フアク トチエック・イニシアテイブ

 ヽ 計   合  計

2 717 554
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和7年度年間役員名簿 〈前事集年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯目の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人ファクトチェック・イニシアティブ

1 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

l
理 事 監事

セガワ シロウ 令本夕|[4月
1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日瀬川 至朗

2 監事

フジムラ アツオ 令不膊年 4月 1日
′～

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日藤村 厚夫

3 監事

タジマ タスク 令和0年 4月 1日
,～
令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日田島 輔

4 監事

オクムラ ノプユキ 令莉Ю年 4月 1日
,～

令和 年ヽ 3月 31日

年  月  日

年  月  日奥村 信幸

5 監事

ムラカミ ケンジロウ 令莉綸年 4月 1日
,～

令和3年 3月 31日

月

月

日

日

年

年村上 建治郎

6 監事理事

クサカベ サ トシ 令和綸年 4月 1日
,～

令和5年 3月 31日

月

月

日

日

年

年日下部 聡

7 監事理 事

ワキハマ ノリコ 令和■年 4月 1日
,～

令和,午 3月 31日

月

月

日

日

年

年脇濱 紀子

8 監事理 事

サワノ ミク 令れ

“

年 4月 1日
,～

令和5年 3月 31日

月

月

日

日

年

年澤野 未来

9 理事
クロイフ アツシ 令和,年 4月 1日

ク～

令和び
「
3月 31日

令和0午 4月 1日
～,

令和5午 3月 31日黒岩 篤

理事

理事



書式第4号 (法第 10条・第28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員の うち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人ファク トチェック・イニシアティブ

氏    名

1 瀬川 至朗

2 藤村 厚夫

3 奥村 信幸

4 金井 啓子

5 楊井 人文

6 山崎 毅

7 立岩 陽一郎

8 宮田 芳男

9 野嶋 岡1

10 南 彰




